










（ 続紙 １ ）                             
































































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
近年、日本では「地方創生」政策の一環として、地域金融機関と地方自治体、企
業との連携が重視されてきている。金融庁の政策基調も、地域の経済・産業活動だ
けでなく社会に貢献する地域金融機関を育成する方向に変わってきている。 
とはいえ、地域金融機関が地域経済・社会に果たす役割や機能についての学術的
研究は、十分になされてきたとは言い難い状況にある。そこにはいくつかの研究上
の制約があったといえる。第一に、一口に地域金融機関といっても、銀行法に基づ
く地方銀行から始まり信用金庫法に基づく信用金庫、さらに中小企業等協同組合法
等に基づく信用組合まで多様な設置形態があり、とりわけ信用金庫や信用組合は非
営利目的であり、営業区域も制限されている。このため、単純に一括して分析する
ことができないという問題があった。第二に、金融機関に関わる公表データは、地
域別、機関別の主だった指標に限られており、とくに非金融的側面における金融機
関の動向を統計的に分析することができないというデータ上の制約である。 
確かに、オーソドックスな金融論アプローチでは、金融機関の金融事業と地域経
済の成長との関係を計量分析の手法で研究がなされてきてはいるが、データ分析で
きるのはせいぜい都道府県レベルの広域地方自治体のレベルまでであって、それよ
りも狭い範域を対象とする信用金庫や信用組合の活動の把握と分析は困難であっ
た。また、中小企業金融からのアプローチも、中小企業に視点を置いているために
地域経済と地域金融機関との関係性への拡張はなされてこなかったといえる。さら
に、金融機関そのものの経営学的分析もあるが、そこでも個別金融機関の経営行動
や経営戦略についての分析が中心であり、当該金融機関とそれが拠って立つ地域空
間との関係性については視野の対象外となっていた。 
 本論文は、以上のような先行研究を精査したうえで、地域金融機関と地域経済・
社会の持続的発展の関係性を、地域経済論の視点から本格的に研究した優れた労作
であるといえる。より具体的に見ると、以下の点が評価される。 
 第一に、地域金融機関分析の困難性を克服するために、空間的概念を意識的に採
り入れ、「空間的階層性」「制度的階層性」「規模的階層性」という３つの「階層
性」に区分し、地方銀行、信用金庫、信用組合を位置付けた分析フレームを独自に
生み出した点である。そのうえで、特定の地域空間では、地域ごとに異なる固有の
金融機関業態別編成が存在するという仮説を提起したことも注目される。 
 第二に、上記の枠組みの下に、本論文では「制度的階層性」を基準にして、地方
銀行、信用金庫、信用組合の実証分析が各章ごとになされているが、そこでの著者
独自の実証方法が開発されていることも評価に値する。著者は、地域金融機関を分
析する際に、金融機能の側面とともに非金融的機能、とりわけ地域社会の維持・形
成機能の側面を分析する必要性を指摘していたが、それを金融機関の種別ごとの既
存統計の詳細な定量的分析とともに、そこで抽出した代表的な金融機関に対する個
別ヒアリング調査による定性的分析を行うことによって実証する方法を編み出し
た。この点にも、本論文の独創性を見ることができるし、地方創生における地域金
融機関の役割を論じる際の根拠を示した点で、政策面での貢献も大きいといえる。 
 第三に、本論文は、地域経済の形成主体として地域金融機関の役割を金融面、非
金融面の両側面から具体的、説得的に明らかにした。地域経済論分野での地域経済
分析の概念としては岡田（2005）による地域内再投資力論があったが、そこでは地
域金融機関は地方自治体や民間企業と並ぶ再投資主体のひとつとして位置付けるに
留まっていた。本論文は、この点を批判し、地域経済の再生産だけでなく災害復
  
興、環境保全、地域社会の維持等、様々な地域社会機能を能動的に果たす主体とし
ての地域金融機関の独自の役割を見いだすことに成功しており、地域経済学分野で
の学術的貢献として高く評価できる。 
 しかしながら、本論文にはいくつかの課題も残されている。第一に、都市銀行と
地方銀行・信用金庫・信用組合の預貸率の水準の違いは明らかにされているが、近
年の預貸率の低下傾向と預証率の上昇傾向の要因分析をより深く行うことが必要で
あり、今後日本銀行によるマクロな金融政策の動向との関係も検討すべきである。
第二に、地元預貸率の指標については、本店が所在する都道府県以外での事業活動
の地域経済への貢献を低く評価することにつながりかねず、分析にあたっては慎重
な吟味が必要である。第三に、金融機関間の競争を考えると金利設定のあり方が問
題であるが、本論文では金利に関わる分析が弱く、その補強が求められる。最後
に、地域ごと時代ごとに、資金需要の内容は異なったり変化したりしており、それ
を視野においた分析を行うには、例えば同一の地域を対象に、そこでの都市銀行と
各種地域金融機関の事業活動のあり方を時系列的に追究する方法も考えられるべき
であった。 
 とはいえ、以上に挙げた諸課題は、将来に向けた著者の研究の発展方向を示唆し
たものであって、本論文が現時点において達成した学術的価値をいささかも損なう
ものではない。よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと
認める。また、平成30年８月２日、論文内容とそれに関連した事項について試問を
行った結果、合格と認めた。 
 
 
